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１．はじめに 

 2011 年東北地方太平洋沖地震では，多数の道路構造物が強震動と津波により被災し，各地で道路ネットワ

ークが寸断される事態となった．今後発生が懸念される南海トラフ地震では，その被害規模は国難レベルに達

するとされており，道路構造物の補強対策を進め，道路ネットワークの機能低下を最小限に抑えることが求め

られる．そこで本研究では，南海トラフ地震に附随する強震動および津波を受ける，橋梁と盛土からなる道路

ネットワークを対象に，信頼性・リスク・レジリエンスに基づく構造物の補強優先度判定手法を提案する． 

２．強震動・津波ハザードを受ける道路ネットワークのリスク・レジリエンス評価手順 

 南海トラフ地震の発生によって想定される強

震動・津波ハザードを受ける道路ネットワークの

信頼性・リスク・レジリエンス評価手順を図－1

に示す．本研究では，南海トラフ地震の発生を前

提とするため，その発生確率は 1.0 である． 

 内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会

（以降，検討会）」1)が公表する平均応力降下量お

よびすべり角にばらつきを与え，断層運動の不確

定性を考慮することでハザード評価を行う． 

 強震動に対する応答評価では，南海トラフ地震

発生時に三重県尾鷲市周辺で推定される強震波

形（計 100 波）を使用する 1)．各強震波形の最大

加速度を 100 gal 刻みで 2000 gal まで振幅調整し

順次解析を行うことで得られる地震フラジリテ

ィ曲線を地震ハザード曲線と積分的に掛け合わ

せることで，強震動による損傷確率を算出する． 

 橋梁の津波に対する応答評価では，原子力規制

庁・東北大学 2)の手法に基づいて模擬津波波形群

を作成し，数値波動水槽 CADMAS-SURF/3D3)に

よる数値計算から水平波力を取得し，プッシュオーバー解析を行うことで損傷度を判定する．桁の浮き上がり

照査に用いる鉛直波力は，土木学会「東日本大震災による橋梁等の被害分析小委員会」4)により提案されてい

る簡易照査式に従い算出する．また，盛土の津波に対する損傷度判定は，津波波高と盛土高の差から求められ

る越流水深と，盛土高に応じて決定される限界越流水深の比較により行う． 

 本研究では，強震動による損傷を初期条件として津波の構造解析を行う．図－1中の Pfb (i, j)および Pfe (i, j)

は，強震動により損傷度が dsiとなった橋梁あるいは盛土が，津波により損傷度 dsjとなる確率である．fH (h)

は津波波高 H の確率密度関数であり，fFW |H (fw|h) は津波波高 H に対する津波波力 FWの確率密度関数である． 
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図－1 道路ネットワークの性能評価手順 
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P (DSj = dsj |FW = fw, DSi = dsi)は，強震動による損傷度が dsiであ

り，津波波力 fwを連続して受けることで損傷度が dsjとなる条件

付確率である．また，hlimitは盛土の限界越流水深を表している． 

 リスクは，各構造物の損傷確率と復旧費用から算出される直

接損失 Ldirと，道路の機能低下による車両の走行時間および走行

距離の増加に伴う損失を表す間接損失 Lind の和とする．補強優

先度判定は，補強前後に低減したリスクを便益，補強費を費用

とすることで計算される費用便益比 BCR に基づいて行う． 

 レジリエンスに関しては，想定復旧期間内における道路ネッ

トワークの機能性 Q(t)の平均値と定義する（図－2 参照）5)．機

能性 Q(t)は，構造物が被災することで生じる移動時間および距

離の増加量から算出され，ネットワークに位置する各構造物の

損傷度や復旧に要する時間に応じて変動する． 

３．ケーススタディ 

 図－1の性能評価手順を用いて，三重県尾鷲市を想定した道路

ネットワーク（図－3 参照）を対象にケーススタディを実施し，

構造物の補強優先度判定を行った．道路構造物として，昭和 39

年および平成 8 年の耐震基準を満たす橋梁（それぞれ昭和基準

および平成基準と称す）と，篠田らの論文 6)を参考に設計した，

一般的な諸元の盛土を扱った．橋梁の損傷確率は，モンテカル

ロ法に基づく繰り返し計算により得られる地震および津波フラ

ジリティ曲線から算出した．盛土の損傷確率は，ニューマーク

法を用いて地震フラジリティ曲線を算出し，強震動による路面

の段差高を考慮した盛土高と越流水深の比較から算出した． 

 本研究では昭和基準の橋梁と盛土を補強対象とし，構造物を

一つのみ補強した場合の費用便益比およびレジリエンスを算定した．図－4に，各補強対象構造物を補強した

際のリスク・レジリエンス評価結果を示す．最大および最小レジリエンスは，補強後におけるリンク 1～4 の

レジリエンスの最大値と最小値を表している．図－4より，最小レジリエンスに差はないものの，リンク 4 に

位置する橋梁 9 を補強した場合，費用便益比と最大レジリエンスが最も高くなることが明らかとなった．この

ことから，橋梁 9 を補強することが経済的に最も良く，道路の機能性の維持，回復に効果的である． 

４．まとめ 

 南海トラフ地震に附随する強震動と津波を併せて受ける道路ネットワークのリスク・レジリエンス評価を行

い，構造物の補強優先度の判定例を示した．今後，解析都市や構造物種別を追加した検討を進めていきたい． 
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図－2 レジリエンスの概念図 
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図－3 想定する道路ネットワーク図 

図－4 リスク・レジリエンス評価結果 
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